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１．コスト動向アンケート 実施概要

JWPAのサプライヤー及び発電事業者の会員に対して、コスト動向に関するアンケートを実施した。
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対象事業者 陸上風力及び洋上風力のEPCコントラクタ―、WTG及び
O&MサプライヤーであるJWPA会員の事業者

調査対象事業

以下のいずれも当てはまる事業
・ 環境アセスメント方法書の届出・縦覧手続を開
始済～建設工事完了前の事業
・ EPC、風車メーカー等のコントラクタから建設
工事に関わる見積書を取得したことのある事業

対象事業者 JWPA会員の発電事業者

アンケート期間 2025年7月23日～8月29日

その他特記事項 各会員の秘匿情報を扱うため、回答受領や集計、会員からの質問への対応は、
外部に委託した

＜発電事業者向け＞

＜サプライヤー向け＞

58事業

26事業者
回答数
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１．コスト動向アンケート結果 サマリ
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 サプライヤー向けアンケートの結果から、人件費、原材料費、電力・燃料費、その他の調達費いず
れも上昇していることが明らかになった。2021年比で、2025年の上昇幅は２～５割。

 また、各種費用は２０３０年に向けて引き続き上昇傾向という見立て。

 さらに、約８割のサプライヤーは、コスト上昇を転嫁しきれていない。

 発電事業者から収集した同一事業のコスト動向からも、建設工事費はすべての内訳で上昇傾向
にあることが確認された。

コスト動向アンケートの結果（中央値） CAPEX OPEX 設備利用率

全事業
（CAPEX：N=57 OPEX：N=53 設備利用率：N=51） 46.3万円/kW 1.7万円/kW/年 30.0%

うち、発電所出力が37,500kW以上の事業
（CAPEX：N=35 OPEX：N=31 設備利用率：N=35） 46.3万円/kW 1.6万円/kW/年 29.0%

 陸上風力発電事業は、人件費、原材料費、エネルギーコストの上昇に晒されている。

 なお、発電事業者からは直近の契約・見積単価に基づくコストデータも収集しており、結果は下
表のとおり。
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１．コスト動向アンケート結果
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 サプライヤー向けアンケート ２６事業者から回答

 回答事業者の業種は下表のとおり（複数選択可）

風況調査 環境調査 海洋調査
陸上施設

設計
洋上施設

設計
構造計算

Engineering 4 3 2 7 5 5

風車 タワー TP モノパイル
陸上

ケーブル
海上

ケーブル
その他

Procurement 3 3 1 2 4 2 5

陸上工事
洋上工事
（BoP）

洋上工事
（タービン）

特殊船舶
調達

送配電工事 その他

Construction 13 7 3 3 3 1

遠隔監視 点検業務
特殊船舶
（CTV等）

Operation 3 3 0

タービン周辺 タービン以外

Maintenance 4 2

事業者数

部品 1

事業者数

その他 3

（単位：事業者数）

事業者数

部材 1
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１．コスト動向アンケート結果
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 サプライヤー向けアンケートの結果
2021年比で、2025年に人件費は２割、原材料費は３～４割上昇している

①人件費 ②原材料費
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←外れ値
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１．コスト動向アンケート結果
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 サプライヤー向けアンケートの結果
2021年比で、2025年に電力・燃料費は３割、その他の調達費は５割上昇している

③電力・燃料費 ④その他の調達費
（2021年＝100） （2021年＝100）

103

120120

100

127

141

104

127

144

119
130

149
139

175

212

2022年 2023年 2024年 2025年 2030年時予測
40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

240

260
最大値

↓75%

↓中央値（50%）

↓25%

平均値→

最小値

←外れ値



Copyright © 2025 Japan Wind Power Association. All Rights Reserved.

１．コスト動向アンケート結果
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 サプライヤー向けアンケートの結果、全て転嫁できたと回答したのは２事業者のみ。
約８割のサプライヤーは、コスト上昇を転嫁しきれていないと回答。

Q.客先に価格転嫁可能な割合は？ Q. ウクライナ危機を契機とした急激なインフレの影響は？

10割, 
2

7～8割, 
5

5割, 4

2～3割, 5

出来てない, 
7

無回答, 
3

続いている, 
17

ほほ収まった, 
5

収まった, 
2

影響なし, 1 無回答, 1

（N=26） （N=26）

約８割の事業者が価格転嫁しきれていない
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１．コスト動向アンケート結果
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 発電事業者向けアンケートは、直近のコスト動向を把握すべく、運転開始前の事業を対象とした

 見積・契約単価の変動を調査した （下記イメージ図を参照）

アンケート対象事業 イメージ
2025.7～8

開発着手 FIT/FIP認定 FID 運転開始 直近のコスト動向を反映していないため、対象外
（定期報告データで把握可能）

事業実施の蓋然性が低いため、対象外

アンケートの対象

契約見積

見積見積

見積見積

●倍

●倍

●倍

契約変更契約●倍

開発着手 FIT/FIP認定 FID 運転開始
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１．コスト動向アンケート結果
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 発電事業者向けアンケート 58事業の回答
うち39事業は環境アセスメント準備書手続まで完了しており、設計がある程度進捗している。

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

完工予定年度 1 5 4 11 8 10 7 3 0 3

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

見積取得年度 0 0 0 0 1 0 5 6 22 18

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

契約発注（予定）年度 1 3 11 11 12 9 4 0 1 0

着工（予定）年度 0 2 8 9 8 10 11 3 1 0

(1) 済 (2) 予定あり (3) 予定なし

組成状況・組成予定（件数） 9 26 17

環境アセスメント 設計 見積

評価書 準備書 方法書 詳細設計 基本設計
風車ﾒｰｶｰ
見積り

建設工事
見積り

(1) 完了 22 39 51 19 45 (1) 概算見積 22 25

(2) 実施中 10 6 1 21 7 (2) 詳細見積 13 11

(3) 未着手 20 7 0 12 0 (3) 確定 16 15

建設工事

着工

(1) 済 16

(2) 未 36

ステータス

工程

プロジェクト・ファイナンス

（単位：事業件数）

※６事業は、上記の事業概要等
の回答が無かった
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１．コスト動向アンケート結果

10

 発電事業者向けアンケートの結果
建設工事費は、内訳にかかわらず上昇傾向

比較対象年別の内訳 比較対象年の回答があった事業のみ、直近年（2024/2025年）との比較

上昇倍率 2020 2021 2022 2023

(1) 1.1倍未満 2

(2) 1.1～1.3倍 2 2 3

(3) 1.3～1.5倍 1 1 1

(4) 1.5～1.7倍 1 2 2

(5) 1.7倍以上

【風車本体】
2020 2021 2022 2023

1

2

1 1 3 1

1 1 1

1 6 3

【土木造成】
2020 2021 2022 2023

1 3

1 1 3 2

1

1 １

【電気設備】

上昇倍率 風車本体
想定為替

レート
土木造成 輸送・据付 電気設備 電気工事 その他

(1) 1.1倍未満 13 11 4 3 2 4 5

(2) 1.1～1.3倍 20 19 12 20 13 13 15

(3) 1.3～1.5倍 9 15 11 9 13 8 5

(4) 1.5～1.7倍 6 1 9 9 11 7 2

(5) 1.7倍以上 0 0 11 3 4 8 3

建設工事費の内訳別 過去の見積等からの上昇倍率 （単位：事業件数）

（単位：事業件数）

赤枠：各項目において、中央50%
（四分位範囲）を 包含する回答
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２．未稼働事業アンケート結果

JWPA会員の発電事業者に対して、FIT/FIP認定取得済み・未稼働の事業についてアンケートを実施した。

11

調査対象事業 2025年7月末時点で、FIT/FIP認定取得済み
かつ未稼働の陸上風力発電事業

対象事業者 JWPA会員の発電事業者

アンケート期間 2025年7月23日～8月29日

その他特記事項 各会員の秘匿情報を扱うため、回答受領や集計、会員からの質問への対応は、
外部に委託した

＜発電事業者向け＞
6.95GW
123事業

回答数

出典：第74回 大量導入小委 資料１（2025.6 経済産業省）

※補足
・ 第74回 大量導入小委において、2024年12月末時点で、

FIT/FIP認定取得済みかつ未稼働の陸上風力は 10.2GWと
報告されている。

・ JWPA会員の発電事業者は、このうち 8GW程度を占めている。
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２．未稼働事業アンケート結果
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 4.02GW （58％） は 「運転開始期限を超過」、0.92GW （13%） は 「事業継続困難」 との回
答だった。

 さらに、「運転開始期限を超過」 のうち1.65GW（24%）は失効リスクがあるとの回答。
「事業継続困難」 と合計すると2.57GW（37%）に達する。

事業の状況
発電容量（MW） 事業件数

運転開始期限までに運開予定 2,010 45

運転開始期限を超過するが運開予定 4,018 60

事業継続困難 922 18

運転開始期限
までに運開予定
2.01GW（29%）

運転開始期限を
超過するが運開予定
4.02GW（58%）

事業継続困難
0.92GW（13%）

合計
6.95GW

失効期限までに着工する見通しが立っている
又は失効リスク無し 0.77GW

失効リスクがある
1.65GW

無回答
0.71GW

失効リスクについて分からない 0.89GW

※失効とは
運転開始期限から１年後の時点で系統連系着工申込書が
提出できていない場合などに、FIT/FIP認定が失効する制度。
風力発電事業の運転開始期限は次のとおり。
環境影響評価法の対象事業 ８年
上記以外の事業 ４年
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２．未稼働事業アンケート結果
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 運開期限を超過 又は 事業継続困難 となっている要因を複数選択で回答。

 「地元との合意形成」 が最も多く、2GWを占めた。

 この他、建設コストの増加（風車、その他設備費、工事費、接続費）や、
保安林、盛土規制法、環境アセスに関連した選択肢を選んだ回答が多かった。

風車コスト
の増加

その他設備
費の増加

工事費
の増加

接続費の増加

解除遅れ

解除不可

その他

規制法手続き

盛土規制法に
伴う設計やり直し

その他

アセス手続き
の遅れ

重要種等が発覚
その他 その他設備の

納期遅延

工事の遅延
その他

接続工事の遅延 地元との
合意形成

地権者との
合意形成

その他

出力制御率見込の増加

環境団体等
との合意形成
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３．コスト面の自立化に向けた取組
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 LCOE構成要素ごとの各種取り組みとその期待効果 / 必要な環境整備については下記の通り。
 構成要素ごとの数値はモデルプラントのLCOEを基準（100）とした割合（％）次ページ※を示す。

構成要素 取り組み 期待効果 / 必要な環境整備
資本費
64.8％

• 案件大規模化 風車（WTG）調達力向上
30MW以上案件は7.5MW以上案件より約1割減
 風力適地への促進支援策

WTG
26.4％

• 分離発注、為替ヘッジ
• 国内製部品・治具の活用

WTGコスト、輸送コスト低減
輸送コスト、据付コスト低減

EPC
24.7％

• 特殊輸送車両、新型特殊重
機を起用し改変面積最小化
• コスト最適化し得る発注方法
の採用

道路改変削減、据付ヤード最小化で土木工事費減

分離発注と一括発注の比較検討等コスト優位の発注
方法採用でEPCコストを低減・最適化

その他
13.6％

• 免責条項の見直し等
• 費用対効果の高い資金調達
手段活用

保険料低減
金融コスト低減

運転維持費
35.2％

• 案件の大規模化
• 弱風時での定期点検実施
• 予防保全策の促進
• 国内部品調達の推進
• O&Mの内製化

30MW以上案件は7.5MW以上案件より約2割減
運転停止時間減少（稼働率向上）
同上
同上
運転維持費の低減
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３．コスト面の自立化に向けた取組
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 LCOE構成要素ごとの各種取り組みとその期待効果 / 必要な環境整備については下記の通り。
 構成要素ごとの数値はモデルプラントのLCOEを基準（100）とした割合（％）※を示す。

構成要素 取り組み 期待効果
設備利用率 • 風車出力規模の大型化

• 風車ハブ高の伸長
• 風車ローター径の伸長

ハブ高の伸長により、発電電力量1～3%改善を見込む
好風況エリア以外に新設する場合でも、好風況エリアの
既設と同等の設備利用率を確保

運転期間 • 設計耐用年数25年間の認
証を取得した風車の採用
• 予防保全策の促進
• 調達期間満了後PPA締結に
向けたオフテイカー及びアグリ
ゲーターの確保

運転期間の5年間延長（20年→25年）によりLCOE
を約1割低減

※【陸上風力のモデルプラント（発電コスト検証WG（2025）で試算した諸元）】
 出力規模：30MW ／ 設備利用率：29.6％ ／ 稼働年数：20年・25年
 資本費：建設費31.9万円/kW＋廃棄費用（建設費の5％）
 運転維持費：1.11万円/kW/年

これらの取り組みを進めてもなお、足元ではコスト上昇が発生している。

2030年の導入量26.6GWを前提に算出し、従来見通しとして掲げてきた発電コスト
８～９円/kWhの見直しが必要と思料。来年度にかけて再検討する予定。



Copyright © 2025 Japan Wind Power Association. All Rights Reserved.

３．コスト面の自立化に向けた取組
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 さらに、事業収益の向上に向けて、次のような取り組みも実施している

○2023.10 「JWPA C-PPAガイドブック」を公表
コーポレートPPAの活用を検討している企業向けに、
特に風力発電を活用する場合の導入手法やメリット・
デメリットを解説

○風力発電のコーポレートPPA事例も増えてきている
2025.1 中部電力ミライズ

1 リケン、大森建設、東北電力
1＆3 KDDI、電源開発
4 住友商事、JR東日本エネルギー開発 他７社
5 NTN、コスモエコパワー

※上記年月はプレスリリース日を示す
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未来を担う子どもたちに、地域が持つ
力を活かしたエネルギーづくりの様子
を知ってもらう出前授業の実施。

地域住民や地元の大学とともに、苔（こけ）を
活用した事業化を推進。地域の自然を生かし
世代を超えた産業創出を実現。

林業振興の一環で、自治体や地元木材
事業者と連携し、地元木材を使った校舎
の改修や木育に生徒も参加して実施。

４．地域との共生に向けた取組
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 風力発電事業は再エネの地産地消を推進し、住み続けられるまちづくりを可能にする。

 風力発電は地域特性を活かした事業。町内に陸上風力発電施設ができた東北の町長の声：「季節
風も強くて風が最大の弱点だった。町に一般財源として寄与してくれるのは非常に大きい」

 「サイエンス・コミュニケーション」の観点も含め、学識経験者など適切な仲介者のサポートも得な
がら、地域のみなさまからの信頼と理解を大前提に、丁寧な合意形成を引き続き図っていく。

 風力発電の各事業者は、各地域のニーズも踏まえて、さまざまな地域振興策に取り組んでいる。

風力発電事業者による地域共生のための取り組み事例 ※2

※1

政府におかれても、気候変動対策やエネルギー自給へのコミットメント発信や、再エネへの
疑問の声に対するQAを公開するなど、国民の方々の理解促進を図っていただきたい

※1 https://news.ntv.co.jp/n/rab/category/economy/ra3da3fcf4cffb49718b81ffe59989596b
※2 JWPA会員の(株)グリーンパワーインベストメントより資料提供

https://news.ntv.co.jp/n/rab/category/economy/ra3da3fcf4cffb49718b81ffe59989596b
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５．上限価格・入札容量に関する意見
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 未稼働事業アンケートの結果から、 FIT/FIP認定取得済みで未稼働の事業のうち、運転開始ま
で到達しうるのは 最小２GW～最大9GW程度 と推定される。（＋導入済みは約６GW）。

 コスト動向アンケート結果の中央値を用いて、2027年度上限価格と同条件で試算すると、
20円/kWh程度となる（下表）。

CAPEX OPEX 設備
利用率

運転
期間 IRR 試算額

コスト動向アンケートの結果
37,500kW以上の事業

（中央値）
46.3万円/kW 1.6万円/kW/年 29.0% 25年間 5% ➡ 19.9円/kWh

2027年度上限価格 27.1万円/kW 0.85万円/kW/年 29.1% 25年間 5% ➡ 11.8円/kWh

2026年度上限価格 27.1万円/kW 0.85万円/kW/年 29.1% 20年間 5% ➡ 12.0円/kWh

 「バランスの取れた電源構成」※ の１つとして、比較的低コストであり拡大余地のある陸上風力は
必須と思料。 導入済み約６GWで供給シェア１％であり、このままでは２％程度の供給に留まる。

 導入拡大のためには、

①現下のコスト上昇を踏まえて上限価格を引き上げる

②取得した基準価格への物価変動の反映 （例：資本費について調整条項を導入 など）

③応札状況に応じて募集容量を増やす

ことが必要である。
※第７次エネルギー基本計画より

＜参考＞
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６．FIP制度・自立化に関する意見
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 足元の人件費、設備費等のコスト上昇から、当面はFIPの継続が必要

 また、FIP移行やコーポレートPPAを実施しやすい環境整備をお願いしたい

例） FIP参照価格は陸上風力と洋上風力で分けて算定 … 発電プロファイルの違いを反映

アグリゲーターの育成支援 （信用補完など）
固定プレミアム支給型FIP制度の新設 … PPAと組み合わせた収入の予見性向上

長期の再エネ調達を最終需要家に促す仕組み（税制優遇、SHK制度での優遇など）
… 電源投資の予見性向上

非化石証書市場の上下限価格設定の是非・意義の再確認
… 価値に応じた価格形成・制度のシンプル化

 将来的な 「自立化」 に向けては、次のような要素を考慮した上で、陸上風力への投資が継続的に
行われるよう、制度・市場を整備いただきたい

電源特性 … 変動性
出力制御は柔軟に可能（風速に応じた最大出力の範囲内で）

発電コスト … 拡大余地のある再エネの中では、太陽光に次いでLCOEが安価
固定費が大半・変動費はごく僅か

今後の容量拡大余地 … 導入拡大に伴い関連産業の育成・成熟、コスト低減にもつながる

なお、収入の予見性が必要なのは全ての電源に共通であり、その点も考慮いただきたい

※前述のとおり、 当協会では陸上風力の中長期的な発電コスト見通しを、来年度にかけて再検討し見直す予定
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コスト動向アンケート結果
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 発電事業者向けアンケートの結果 ： 建設工事費
回答全数 N=50※

41.0

47.2

59.9

40.542.143.2

36.6

43.7

55.9

41.3

46.6

55.1

36.0

42.2

51.6

39.6
43.4
46.4

2022-2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
20

30

40

50

60

70

80

90

建設工事費

契約発注（予定）年度

4 件 11 件 10 件 12 件 9 件 4 件

（万円/kW）

最大値 ↓75%

↓中央値（50%）

↓25%

平均値→

最小値
外れ値→

※P.3の件数（57件）との差分は、契約発注（予定）年度の回答が無かった事業6件と、契約発注（予定）年度が2022～2028年度以外の1件
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0.8
1.1
1.4

1.0
1.4

2.0
1.6

2.3
2.5

1.5

2.1
2.4

0.9
1.3

1.9
1.51.6

2.1

2022-2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
0

1

2

3

4

5

6

7

コスト動向アンケート結果
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 発電事業者向けアンケートの結果 ： 運転維持費
回答全数 N=46※

運転維持費

契約発注（予定）年度

4 件 11 件 9 件 10 件 8 件 4 件

（万円/kW/年）

最大値

↓75%

↑中央値
（50%）

↑25%

平均値→

最小値

外れ値→

※P.3の件数（53件）との差分は、契約発注（予定）年度の回答が無かった事業6件と、契約発注（予定）年度が2022～2028年度以外の1件
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40.0

44.0

50.4

40.942.042.4

35.7

40.4

65.4

45.5
47.4

55.9

39.0

46.4

51.6

39.240.6

46.5

2022-2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

コスト動向アンケート結果
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 発電事業者向けアンケートの結果 ： 建設工事費
発電所出力が37,500kW以上の事業 N=34※

建設工事費

契約発注（予定）年度

（万円/kW）

3件 4 件 5 件 11 件 8 件 3 件

最大値

↓75%

↓中央値（50%）

↓25%

平均値→

最小値

外れ値→

※P.3の件数（35件）との差分は、契約発注（予定）年度が2022～2028年度以外の1件
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0.8

1.2
1.4

0.8

1.1

1.6

0.8

2.0

2.4

1.5

2.0

2.3

0.9

1.2

2.0

1.61.7

2.3

2022-2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

コスト動向アンケート結果
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 発電事業者向けアンケートの結果 ： 運転維持費
発電所出力が37,500kW以上の事業 N=30※

運転維持費

契約発注（予定）年度

（万円/kW/年）

3 件 4 件 4 件 9 件 7 件 3 件

最大値
↓75%

↑中央値
（50%）

↑25%

平均値→

最小値

※P.3の件数（31件）との差分は、契約発注（予定）年度が2022～2028年度以外の1件



Copyright © 2025 Japan Wind Power Association. All Rights Reserved.

案件大規模化によるコスト低減
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出典：第100回調達価格等算定委員会 資料２（JWPAにおいて加筆）

資 本 費 運転維持費

約１割減 約２割減


